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担当課長（指導・収納担当） 内藤　聡夫 ３６６０２ 3616

市営住宅建替推進課長 清水　洋一 ３６７０１ 3000

施設整備部長 施設計画課長 須山　政弘 ３７１０１ 2954

　　原嶋　茂       ３７１００ 担当課長〔計画調整〕 里舘　慶晃 ３７１０３ 1728

担当課長〔調整・支援〕 柳瀬　一路 ３７１０２ 2968

担当課長（公共建築担当） 佐藤　英樹 ３７２０１ 2967
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　　吉原　秀和      ３６１００

【まちづくり局】

　　奥澤　豊　　　３５０００ 　　藤原　徹　　　３５１００

　　白井　章雄      ３５７００

担当課長〔川崎駅周辺整備推進〕

　　中村　了治         ３６２００

担当課長〔小杉駅周辺整備推進〕
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まちづくり局事業概要 

総 務 部 

課かい名 業     務 摘        要

庶 務 課 (１) 局の人事、予算及び決算 

(２) 局内の連絡調整及び事務改善 

(３) 局事業の調査、統計及び資料収

集 

(４) 局に属する委託契約 

(５) 局に属する委託の検査 

(６) 局に属する工事の設計単価、歩

掛、積算及び仕様書 

(７) 技術指導及び研修 

(８) 一般財団法人川崎市まちづくり

公社及びみぞのくち新都市株式会

社 

(９) 局内他の課の主管に属しない

こと 

職員数 ３７４名（令和３年４月１日現在）

※(一財)日本建築センターへの派遣職員１人を含む。

委託業務検査実施状況（令和２年度） ４３０件

企 画 課 (１) 局主要事業の企画、調整及び進

行管理 

(２) 都市開発に係る調査及び計画 

(３) 高度情報通信基盤・システムの

整備推進 

大規模低未利用地等のまちづくり誘導

木材利用促進事業

川崎市木材利用促進フォーラム総会

令和２年度：令和２年１０月に書面開催

※会員団体数 １２１ 会員人数 １２６

（令和３年４月１日現在）

川崎市木材利用促進事業補助（令和２年度）

補助件数  ４件

3



課かい名 業     務 摘        要

ま ち づ く り

調 整 課

(１) 建築行為及び開発行為の総合

調整 

(２) 中高層建築物等の建築及び開

発行為に係る紛争の調整等 

(３) 建築等紛争調停委員会 

(４) 局事業に伴う訴訟等の総括 

(５) 建築審査会及び開発審査会 

(６) まちづくり相談窓口 

(７) 高層集合住宅の震災対策に関

する施設整備 

(８) 葬祭場等の設置等に係る手続 

 建築行為及び開発行為に関する総合調整条例に  

 基づく受付件数  (令和２年度) 

   受付件数         １８２件

 中高層建築物等の建築及び開発行為に係る紛争  

 の調整等に関する条例に基づく受付件数等 

 (令和２年度) 

（１） 受付件数       ９９件 

（２） 紛争の処理件数 

     紛争調整(あっせん)   ２件 

     紛争の調停       １件 

 建築審査会及び開発審査会 

                (令和２年度)

 項目 開催回数 同意・審議案件 審査請求案件 

建築審査会 ５回 ７件 ２件

開発審査会 １回 ２件 ０件

 まちづくり相談受付件数（令和２年度）

   受付件数      １３１件

 高層集合住宅の震災対策に関する施設整備要綱に

基づく受付件数（令和２年度）

受付件数       １６件

葬祭場等の設置等に関する要綱に基づく受付件数

 （令和２年度）

  受付件数         ３件
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計 画 部 

課かい名 業     務 摘        要 

景観・地区ま

ちづくり支援

担 当

(１) 都市景観行政の総合企画及び

調整 

(２) 都市景観審議会及び地区まち

づくり審議会 

(３) 景観法に係る手続 

(４) 景観形成地区等に係る手続 

(５) 都市景観の形成に係る助成、知

識の普及等 

(６) 地区まちづくりの支援 

(７) 都市計画法に基づく地区計画 

(都市計画課の所管に属するもの

を除く。) 

(８) 建築協定 

景観法に基づく行為の届出に係る指導（景観計画特定

地区届出除く。） 

令和２年度届出・協議件数       ９６件 

景観法に基づく行為の届出に係る指導（景観計画特定

地区届出に限る。） 

令和２年度届出件数         ３９件 

都市景観形成地区内の行為の届出に係る指導 

令和２年度届出・協議件数      ３６件 

地域に調和した景観形成の推進     

令和２年度色彩デザイン提案      １件 

市と市民の協働による景観形成に向けた取り組み 

令和２年度都市景観形成協力者表彰   ２件 

川崎市地区まちづくり育成条例の運用 

令和２年度末現在 

 地区まちづくり組織         ４地区 

 地区まちづくり構想認定       ４地区 

 地区まちづくりグループ登録    １７地区 

地区計画の指定（再開発等促進区を除く） 

令和２度末現在          ５２地区 

建築協定の認可 

令和２年度末現在         １３地区 
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課かい名 業     務 摘        要 

都市計画課 (１) 課の市税外収入 

(２) 都市計画の決定及び変更の手

続 

(３) 都市計画審議会 

(４) 市街化区域及び市街化調整区

域の調査及び計画 

(５) 都市計画の調査、調整及び協議

(６) 地域地区の調査及び計画 

(７) 都市計画基本図その他地図 

(８) 都市計画情報システム 

(９) 都市計画マスタープラン 

(10) 都市計画法に基づく地区計画 

（再開発等促進区に係るものに限

る。） 

市街化区域面積 １２，７２８ha 

市街化調整区域面積 １，７０７ha 

都市計画道路 １０３路線、延長 約３０６km 

都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ全体構想 
都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ区別構想（麻生区構想・多摩区構想
を平成 31 年 3 月改定、高津区構想・宮前区構想を令
和２年 12月改定） 
都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ小杉駅周辺まちづくり推進地域構
想 

都市計画審議会諮問案件（令和２年度）
（都市計画決定・変更案件）

用途地域の変更 ２件
高度地区の変更 ２件
防火地域及び準防火地域の変更 １件
特別緑地保全地区の決定、変更 ２件
生産緑地地区の変更 １件
公園の変更
地区計画の変更
下水道の変更

１件
１件
１件

（その他議案） 
産業廃棄物処理施設の位置     １件 
都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ区別構想
（高津区構想・宮前区構想の改定） １件 
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交通政策室 

課かい名 業     務 摘        要 

交通政策室 (１) 駐車場法等に関する業務 

(２) 都市交通体系の調査、計画及び

調整 

(３) 地域交通の支援 

(４) 空港関連業務 

(５) 鉄軌道の調査及び計画 

(６) 鉄道輸送力増強促進 

(７) 鉄道の駅施設改良等の調整及

び推進 

(８) 交通バリアフリー化の推進 

(９) 小杉駅混雑対策の推進 

(10) 横浜市高速鉄道３号線延伸の

推進 

川崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例 

 令和２年度届出件数 ７1件 

川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例

に係わる駐車施設の協議 

 令和２年度協議件数 ５０件 

地域公共交通ネットワークの形成に向けた取組 

ユニバーサルデザインタクシーの導入促進 

令和２年度 ３３台（うち補助 ３０台） 

累計台数 ２０７台（うち補助１３９台） 

バスロケーションシステムの導入促進 

 令和２年度 停留所表示機機能更新 ５基 

鉄道の駅施設改良等の調整及び推進 

・ＪＲ南武線稲田堤駅の自由通路新設及び橋上駅舎化

に係る工事の推進 

・ホームドア等整備の促進（ＪＲ京浜東北線川崎駅、

ＪＲ南武線武蔵小杉駅、小田急小田原線登戸駅） 

小杉駅混雑対策の推進 

・ＪＲ横須賀線下りホーム新設及び新規改札口設置工

事の推進 

横浜市高速鉄道３号線延伸の推進 

・新百合ヶ丘駅及び中間駅周辺の基盤整備に係る検討

等 
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市街地整備部 

課かい名 業     務 摘        要 

地 域 整 備

推 進 課 

(１) 課の市税外収入 

(２) 拠点地区（拠点整備推進室の所

管に属するものを除く。）、その他

市街地の整備に係る企画、計画、

調整及び事業の実施 

(３) 都市再開発法、土地区画整理法

及びマンションの建替え等の円

滑化に関する法律に基づく認可

等（防災まちづくり推進課及び建

築指導課の所管に属するものを

除く。） 

(４) 首都圏整備法による既成市街

地であることの証明 

(５) 登戸区画整理事務所との連絡

調整 

柿生駅南口地区整備事業

鷺沼駅周辺まちづくり推進事業

戸手４丁目北地区整備事業

優良建築物等整備事業  

マンション建替え円滑化法に基づく支援指導 

南武線沿線まちづくり推進事業 

新百合ヶ丘駅周辺まちづくりの推進 

横浜市高速鉄道３号線延伸に伴うまちづくりの推進 

市街地開発事業の推進業務 
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課かい名 業     務 摘        要 

防災まちづくり

推 進 課 

(１) 課の市税外収入 

(２) 防災都市づくり基本計画 

(３) 密集市街地に係る企画、計画、

調整及び事業の実施 

(４) 市民による防災まちづくりの

支援 

(５) 建築物の耐震化の支援 

(６) マンションの建替え等の円滑

化に関する法律に基づく除却の

必要性に係る認定 

住宅等不燃化推進事業 

・川崎区小田周辺地区 

・幸区幸町周辺地区 

地域の主体的な防災まちづくりの推進 

・実施地区（塚越１～４丁目町内会、諏訪第２町会、

高石町会、中丸子中町・南町町内会、市ノ坪本町会、

大作自治会、観音町内会、木月３丁目町会、二子第三

町内会） 

南武支線沿線まちづくり推進事業 

木造住宅耐震診断士派遣制度(令和２年度) 

  派遣件数  253 件 

木造住宅耐震改修助成制度(令和２年度) 

  助成件数   23 件 

耐震シェルター等設置助成制度(令和２年度) 

   助成件数    0 件 

マンション耐震診断に係る予備診断制度(令和２年度)

  派遣件数    5 件 

マンション耐震診断・耐震改修等助成制度(令和２年度)

耐震診断 耐震設計 耐震改修工事 

1 件(84 戸) 2 件(131 戸) 0 件(0 戸)

特定建築物等耐震改修等助成制度(令和２年度) 

耐震診断 耐震設計 耐震改修工事 

0 件 0 件 1 件

耐震診断義務化沿道建築物耐震改修等助成制度(令和２年度)

耐震診断 耐震設計 耐震改修工事 

5 件 1 件 1 件
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登戸区画整理事務所

課かい名 業     務 摘        要

登戸区画整理

事 務 所

(１) 所の市税外収入 

(２) 登戸土地区画整理事業の実施 

(３) 登戸土地区画整理事業に伴う

権利者及び関係機関との連絡調

整 

(４) 登戸土地区画整理審議会及び

評価員 

登戸地区（市施行）

 施行面積    約３７．２ha

 都市計画決定  昭和６３年３月 １日

 事業計画決定  昭和６３年９月１６日

 仮換地指定   ９３．６％

 使用開始    ７４．３％

 移転棟数    １，０８５棟（８０．０％）

 道路整備済延長 ７０．６％

（令和３年４月１日現在）
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拠点整備推進室 

課かい名 業     務 摘        要 

拠 点 整 備

推 進 室 

(１) 川崎駅及び小杉駅周辺地区広

域拠点の形成 

川崎駅周辺地区の整備

・川崎駅西口地区住宅市街地総合整備事業

・京急川崎駅周辺地区整備事業 

・公共空間の有効活用に関する取組の推進

・既存ストックを活用したリノベーションまちづく

りの推進

小杉駅周辺地区の整備

・小杉町３丁目東地区市街地再開発事業

平成 27 年 2 月 組合設立

平成 29 年 3 月 施設建築物工事着手

令和 2 年度   施設建築物工事完了

・日本医科大学地区の取組の推進

・小杉駅北口駅前まちづくり方針に基づく取組の推進

・総合自治会館跡地等の有効活用に向けた取組の推

 進

両地区における民間開発事業等の誘導・支援
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住宅政策部 

課かい名 業     務 摘        要

住 宅 整 備

推 進 課

(１) 住宅施策の企画及び調整 

(２) 市営住宅整備事業等の国庫補助

事業等の協議及び手続 

(３) 特定優良賃貸住宅 

(４) 高齢者向け優良賃貸住宅 

(５) 住宅資金等の助成 

(６) 分譲マンションの管理運営に関

する調査、啓発及び相談 

(７) 民間賃貸住宅における居住の支

援 

(８) 住宅政策審議会 

(９) 空家等対策協議会 

(10) 川崎市住宅供給公社 

・平成 ５年５月 住宅基本計画策定 

・平成 12年３月 住宅基本条例制定 

＜直近の動き＞ 

・平成 29年３月 住宅基本計画改定 

・令和元年５月～令和３年４月 

第 10 次住宅政策審議会 

諮問「市営住宅の持続的な運営、マンショ

ンの管理適正化の促進等に向けた住宅施策

のあり方について」 

特定優良賃貸住宅等の管理状況（令和３年３月末） 

区  分 管 理 戸 数 

特定優良賃貸住宅  370 戸 

高齢者向け優良賃貸住宅  244 戸 

ハウジングサロン相談状況（令和３年３月末） 

 一般住宅相談

運用状況 

マンション管理

相談運用状況 

相談件数  254 件 377 件

（(財)川崎市まちづくり公社実施） 
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課かい名 業     務 摘        要 

住 宅 整 備

推 進 課

（つづき）

マンション段差解消工事等費用助成金交付状況 

令和２年度分 

件数 戸数 

13 件 681 戸 

すまいの相談窓口状況（令和 3年 3月末） 

 高齢者住まい

住み替え相談 

空き家 

相談 

その他 

相談 

相談件数 445 件 25 件 20 件

（川崎市住宅供給公社実施） 

居住支援制度運用状況（令和 3年 3月末） 

協力不動産店        255 店 

制度利用者 

（  ）内は 

R2 年度新規更

新制度利用者 

高齢者 219 世帯

（96）

障害者   21 世帯

（12）

外国人   4 世帯

（2）

ひとり親 1 世帯

（0）

ＤＶ被害者一時保

護施設退所者 

1 世帯

（1）

ホームレス自立支

援施設退所者 

0 世帯

（0）

児童福祉施設等退

所者 

1 世帯

（1）

特定疾患患者   0 世帯

（0）

  合 計 247 世帯

（112）

サービス付き高齢者向け住宅の登録状況 

・ 令和２年度末 47 住宅 1,944 戸  

・平成２８年３月 空家等対策協議会条例制定 

・平成２９年３月 空家等対策計画策定 
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課かい名 業   務 摘   要 

市 営 住 宅

管 理 課

(１) 課の市税外収入 

(２) 市営住宅及び特定公共賃貸住

宅の公募及び入退去 

(３) 市営住宅等の使用料の決定及

び変更 

(４) 市営住宅等連絡人 

(５) 使用者の名義変更の承認 

(６) 市営住宅等の使用料及び敷金

の調定、徴収、減免及び徴収猶予

並びに使用料の滞納整理 

(７) 収入超過者に対する措置等 

(８) 市営住宅等の補修（市営住宅建

替推進課の所管に属するものを

除く。） 

(９) 市営住宅等及び敷地の管理 

(10) 市営住宅等の用途廃止及び処

分 

(11) 分譲住宅の敷地の管理及び処

分 

市営住宅等管理戸数 （令和３年３月３１日現在） 

区  分 管 理 戸 数 

市 営 住 宅  １７，４５２戸 

特定公共賃貸住宅  １８７戸 

計  １７，６３９戸 

市営住宅公募状況（令和２年度 ３月募集を除く）  

区  分 募集戸数 応募者数 応募倍率 

市営住宅 
新築 0 戸 0 名 -

空家 475 戸 6,374 名 13.4 倍

常時募集（令和２年度） 募集戸数 84戸 

（注１）車いす使用者向け住宅については、登録制により実施。 

（注２）特定公共賃貸住宅は、空家の随時募集により実施。 

市営住宅等使用料収納状況 （令和２年度見込） 

項   目 金      額 

調 定 額  ５，５３３，３４６，５１１円 

収 入 済 額  ５，０７９，２６１，５８１円 

徴 収 率 ９１．７９％ 
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課かい名 業   務 摘   要 

市 営 住 宅

建 替 推 進 課

(１) 市営住宅等の整備計画 

(２) 市営住宅等の建替え及び改善

事業の調整 

(３) 市営住宅等の建築工事等の調

査、計画、設計及び監督 

(４) 市営住宅等に関連する共同施

設の建築工事等の調査、計画、設

計及び監督 

令和３年度市営住宅等整備計画 

区 分 構造 住 宅 名 戸数 整備年度 

建 替 中層 中 野 島 63 2～3 

建 替 中層 高 石 40 2～3 

建 替 中層 初 山 32 3～4 

  計 135  

区 分 構造 住 宅 名 棟数 整備年度 

長寿命化 中層 高 山 2 2～3 

長寿命化 中層 上 作 延 1 2～3 

長寿命化 中層 明 石 穂 2 2～3 

長寿命化 中層 南平耐火 2 2～3 

長寿命化 中層 野 川 西 2 2～3 

長寿命化 中層 新 作 3 2～4 

長寿命化 中層 有馬第一 2 2～4 

長寿命化 中層 有馬第二 2 3～4 

長寿命化 中層 中 丸 子 1 3～4 

長寿命化 中層 南平第二 1 3～4 

計 18 
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施設整備部 

課かい名 業     務 摘        要

調 整 ・ 支 援 担 当

公共建築担当

長寿命化推進担当

電気設備担当

機械設備担当

川崎病院再編担当

(１) 建築工事（市営住宅等を除く。）及

び受託工事の調査、計画、設計及び監

督 

(２) 市有建築物（市営住宅等を除く。）

の建築等整備事業の監視等 

建築工事契約件数及び金額（令和２年度） 

工 事 種 別 件 数 金  額 

一般施設建築 91 件 5,332,870,400 円 

学 校 建 築 100 件 13,286,537,000 円

合  計 191 件 18,619,407,400 円 

令和２年度 主な完成 
（１） 等々力硬式野球場改築 
（２） 新総合自治会館整備 
（３） 小杉こども文化センター整備 
（４） 古川保育園改築 
（５） 消防救急無線固定局再整備工事 

令和３年度 主な設計着手予定 
（１） 川崎市役所第３庁舎改修設計 
（２） 労働会館改修設計 
（３） 土渕保育園改築設計 
（４） 中部児童相談所改築設計 
（５） 夢見ヶ崎動物公園利用者利便施設新築  

設計 

令和３年度 主な工事着手予定 
（１） 五反田川放水路分流部管理棟及び放流部

管理棟新築 
（２） 上平間営業所給油所改築 
（３） 多摩消防署栗谷出張所改築 
（４） 西有馬小学校プール棟改築 
（５） 南部市場受変電設備改修 

令和３年度 主な完成予定 
（１） 藤崎保育園改築 
（２） 柿生小学校校舎増築 
（３） 多摩消防署栗谷出張所改築 
（４） 高津小学校校舎増築 
（５） 移動系防災行政無線再整備 

市有建築物の長寿命化の推進 
（１） 大規模・小規模施設の優先度判定等に基

づく設計・工事の実施 
（２） 学校施設長期保全計画に基づく設計(16

校)及び工事(16 校) 
（３） 学校トイレの快適化に向けた設計(21 校)

及び工事（45 校） 
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課かい名 業     務 摘        要

施設計画課 (１) 受託事業等の事前調査等 

(２) 建築工事（市営住宅等を除く。）及

び受託工事の執行 

建築計画に関する事前相談 

ＰＦＩ事業等の技術的支援 
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指導部 

課かい名 業     務 摘        要

建 築 管 理 課 (１) 部の市税外収入（建築審査課の

所管に属するものを除く。） 

(２) 建築、開発行為及び宅地造成に

係る証明 

(３) 租税特別措置法に基づく住宅

用家屋証明 

(４) 建築基準法に基づく諸統計及

び報告 

(５) 部事業に伴う訴訟等 

(６) 建築物の環境配慮制度 

(７) 建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律に基づく建

築物の新築等に係る適合性判定、

届出及び認定 

(８) 都市の低炭素化の促進に関す

る法律に基づく低炭素建築物新

築等計画の認定等 

(９) 長期優良住宅の普及の促進に

関する法律に基づく建築等計画

の認定等 

(10) 建築基準法等に係る業務の企

画及び調査 

(11) バリアフリー基本構想 

(12) 福祉のまちづくり 

(13）ワンルーム形式集合住宅等への

建築指導 

(14) 建設工事に係る資材の再資源

化等に関する法律に基づく建築

物又は工作物（建築基準法第 88

条に規定するものに限る。）の解

体工事、新築工事等に係る届出等

(15) 租税特別措置法に基づく優良

住宅認定 

各種証明書等の交付件数（令和２年度） 

 件  数 

住宅用家屋証明 8,410 件 

台帳記載証明等 13,875 件 

概要書閲覧件数 35,758 件 

開発登録簿写し 2,709 件 

その他証明 3,746 件 

合 計 64,498 件 

届出・協議等           （令和２年度） 

種   別 件 数 

建築物の環境配慮（ＣＡＳＢＥＥ川崎）
に係る届出 

55件

建築物のエネルギー消費性能の向上に関
する法律に基づく建築物の新築等に係る
適合性判定 

0件

建築物のエネルギー消費性能の向上に関
する法律に基づく建築物の新築等に係る
届出 

384件

都市の低炭素化の促進に関する法律に基
づく低炭素建築物の新築等計画の認定等 

68件

長期優良住宅の普及の促進に関する法律
に基づく建築等計画の認定等 

495件

福祉のまちづくりに係る事前協議 196件

川崎市ワンルーム形式集合住宅等建築指
導要綱に係る届出 

58件

建設工事に係る資材の再資源化等に関す
る法律に基づく建築物等の解体工事、新
築工事等に係る届出 

1,824件
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課かい名 業     務 摘        要

建 築 指 導 課 (１) 建築基準法等に基づく許可及

び認定（建築審査課の所管に属す

るものを除く。）並びに指定 

(２) 斜面地建築物の建築制限等 

(３) マンションの建替え等の円滑

化に関する法律に基づく容積率

の特例許可 

(４) 建築物等に係る違反の是正指

導、命令、告発及び代執行 

(５) 建築監視員の統括及び連絡調

整 

(６) 建築物等の防災 

(７) 建築物等の定期報告の受理 

(８) 建築基準法に基づく指定確認

検査機関に関すること（建築審査

課の所管に属するものを除く。） 

建築許可             （令和２年度） 

種   別 件 数 

敷地等と道路との関係 0 件

道路内の建築制限 18 件

用途地域 3 件

卸売市場等の用途に供する特殊建築物の位
置 

1 件

敷地面積の最低限度 2 件

低層住居専用地域内における建築物の高さ
の制限 

0 件

日影による中高層の建築物の高さの制限 0 件

川崎都市計画高度地区の適用除外 0 件

総合設計制度 1 件

仮設建築物に対する制限の緩和 68 件

川崎市建築基準条例の許可 1 件

川崎市地区計画条例の許可 0 件

その他の許可 0 件

認 定              （令和２年度） 

種   別 件 数 

低層住居専用地域内における建築物の高さ
の制限 

0 件

再開発促進区域内の容積率認定  2 件

一の敷地とみなすこと等による制限の緩和
（一団地認定） 

2 件

一の敷地とみなすこと等による制限の緩和
の取消（一団地認定の取消） 

2 件

全体計画認定 0 件

仮使用認定 7 件

その他の認定 0 件

道路位置指定           （令和２年度）

 件 数 延  長 

指  定 17 件 392.55ｍ

変  更 0 件 0ｍ

廃  止 17 件 606.22ｍ
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課かい名 業     務 摘        要

建 築 指 導 課

（つづき）

届出・協議等           （令和２年度） 

種   別 件 数 

斜面地建築物の建築の制限等に係る確認 0件

斜面地建築物の建築の制限等に係る完了 1件

違反建築物処理状況 （令和２年度） 

調査件数 違反件数 是正件数 指導中 

416 件 16 件 12 件 13 件

建築物等の定期報告               (令和２年度) 

建築物等 昇降機等 計 

1,030件 13,438件 14,468件
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課かい名 業     務 摘        要 

建 築 審 査 課 (１) 課の市税外収入 

(２) 建築基準法に基づく確認及び

検査 

(３) 建築物等の違反摘発及び指導 

(４) 指定確認検査機関からの報告

書等に関すること 

(５) 道路の位置の指定に係る証明 

(６) 建築基準法第 43 条第２項に基

づく認定及び許可（包括同意基準

に適合するものに限る。） 

(７) 建築基準条例第６条第２項に

基づく許可 

(８) 狭あい道路の拡幅整備 

確認等件数       （令和２年度） 

 建築物 建築設備 工作物 計 

確認申請 

受付件数 
  35件 3件 1件 39件

確認申請 

確認件数 
 37件 3件  1件 41件

中間検査 

合格件数 
 6件 ― ― 6件

完了検査

済件数 
 19件  3件  0件 22件

計画通知 

受付件数 
 40件 17件  1件 58件

計画通知 

確認件数 
 40件  17件 1件  58件

計画通知 

中間検査 

合格件数 

 3件  0件  0件 3件

計画通知 

検査済件数
 33件  26件  7件  66件

指定確認検査機関による確認等件数（令和２年度） 

 建築物 建築設備 工作物  計 

確認申請 

確認件数 
4,896件 413件 37件 5,346件 

中間検査 

合格件数 
2,578件 ― ― 2,578件 

完了検査 

済件数 
4,514件 390件 32件 4,936件 

ただし、令和３年３月末日までに報告書が市に到達

したものに限る。 

建築基準法第４３条第２項に基づく許可（包括同意

基準に適合するものに限る。） 

令和２年度  ９４件 

建築基準条例第６条第２項に基づく許可 

令和２年度  ３４４件 
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課かい名 業     務 摘        要

宅 地 企 画

指 導 課

(１) 都市計画法に基づく開発行為

等に係る業務の企画、調整及び調

査 

(２) 都市計画法等に基づく諸統計

及び報告 

(３) 租税特別措置法に基づく優良

宅地造成認定 

(４)低未利用土地等確認書の交付 

(５) 開発行為等に係る違反の是正

指導、命令、告発及び代執行 

(６) 急傾斜地の崩壊防止 

(７) 宅地の防災 

(８) 宅地耐震化推進事業

急傾斜地崩壊危険区域指定箇所 

(令和３年３月３１日現在) 

  １０２箇所（うち工事箇所 ９８箇所） 

急傾斜地崩壊対策工事施工箇所(令和２年度) 

   ３箇所 

宅 地 審 査 課 (１) 都市計画法に基づく開発行為

等の規制 

(２) 宅地造成等規制法に基づく宅

地造成に関する工事等の規制 

(３) 開発行為等の違反摘発及び指

導 

開発行為許可件数（令和２年度） 

１１６件 

宅地造成工事許可件数（令和２年度） 

       ５２件 
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